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本日は、以下の3点について、お伝えしたい

１．現在の障がい者の業務

２．技術が変革させる働き方とはどのようなものか

３．最初の一歩として何から取り組めば良いか
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1．現在の障がい者の業務

近年の発展がめざましいAI（人工知能）やIoT（モノのインターネット化）のような
新しい技術が、どのように障がい者雇用の価値を向上させるのかについてお伝えしたい
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1．現在の障がい者の業務

近年の技術革新によって、企業の事業環境も大きく変化しつつある

従来の事業プレーヤー 新しい事業プレーヤー
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1．現在の障がい者の業務

現在は、大きな潮目の変化に直面しているといえる。
こういった変化には、ポジティブな側面とネガティブな側面の両面がある

障がい者間の格差が
広がってしまう・・・

障がい者の仕事が
奪われてしまう・・・

新たなリスクが
生まれてしまう・・・

プラスでお金が
かかってしまう・・・

障がい者の活躍の
機会が増える！

新たな職域が広がる
可能性！

障がい者の能力が
開発される！

多様な働き方を実現
できる！
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1．現在の障がい者の業務

新しい技術には不安もあるが、全体的には期待も大きい

49.7%

66.5%

38.1%

31.5%

16.8%

34.5%

23.9%

18.8%

21.3%

22.8%

1.5%

4.6%

4.1%

12.2%

22.3%

0.5%

4.6%

3.0%

42.1%

55.3%

22.8%

23.7%

11.4%

22.8%

0.9%

6.1%

13.2%

14.9%

2.6%

7.9%

0.9%

4.4%

11.4%

1.8%

3.5%

15.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.新しい職域の拡大が期待できる

2.業務効率の向上や質の向上が期待できる

3.指導員等ｽﾀｯﾌの業務が効率化され､より付加価値の高い業務に従事できる

4.場所や時間にとらわれない就業環境を提供できる

5.地方に在住の障害者を雇用できる機会が高まる

6.これまで活用できていなかった障害者の能力を発揮する機会が増える

7.親会社への新たな価値提供の方法として期待できる

（顧客への新たな価値提供の方法として期待できる）

8.外部に対して情報を発信する材料として期待できる

9.障害者が今まで取り組んできた業務がなくなる（ITにとってかわられる）

10.ITを活用できる人とできない人で、障害者間の格差が生じてしまう

11.指導員等スタッフの方が業務をコントロールしにくくなる

12.社員間でのコミュニケーションが減少する

13.今まで強みとしてきたノウハウ等が使えなくなる

14.ＩＴの管理という新たな業務負荷が発生する

15.情報漏洩や誤作動等を引き起こす可能性がある

16.その他

17.関心がない

18.分からない

特例子会社 (N=197)

上場企業 (N=114)

IT活用への考え （MA）

↑期待

↓不安

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2018
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1．現在の障がい者の業務

現在、障がい者がどのような業務を行い、どのような役割を担っているのか
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79.1%

15.8%

12.2%

50.0%

16.8%

14.3%

20.4%

23.5%

1.0%

30.1%

66.7%

25.4%

5.3%

21.9%

19.3%

6.1%

17.5%

23.7%

5.3%

24.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1．事務補助

2．情報システム

3．福祉、医療

4．清掃、管理

5．サービス

6．クリーニング

7．物流

8．製造（機械、食品等）

9．農業

10．その他

特例子会社 (N=196)

上場企業 (N=114)

1．現在の障がい者の業務

現在、障がい者の社員が担っている業務は、事務補助や清掃、管理が中心である

障がい者社員の業務内容 （MA）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2018
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1．現在の障がい者の業務

【特例子会社】障がい者の業務については、「従事してほしいが、
従事している従業員はいない」との回答が一定数存在している

63.4%

43.6%

52.9%

91.4%

87.3%

92.2%

78.3%

77.5%

30.5%

67.6%

59.6%

23.9%

35.0%

31.9%

5.0%

8.5%

4.3%

11.6%

15.2%

49.6%

26.6%

31.2%

12.7%

21.4%

15.2%

3.6%

4.2%

3.5%

10.1%

7.2%

19.9%

5.8%

9.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.高度な専門知識やスキルが必要となる業務(N=142)

2.交渉や企画立案等、状況に応じた適切な判断・意思決定が求められる業務(N=140)

3.新たに取り組む業務等、手順が標準化されていない業務(N=138)

4.標準化・マニュアル化された業務(N=140)

5.業務の開始から完了まで、単独で行える業務(N=142)

6.複数人で分担して行う業務(N=141)

7.予め納期や期限が比較的短く定められている業務(N=138)

8.予め目標数等が定められている業務(N=138)

9.管理職(N=141)

10.管理職ではないが、業務上他の従業員に指示を出す役割(N=139)

11.管理職ではないが、業務以外で他の従業員の相談に乗る等サポートする役割(N=141)

従事している従業員がいる 従事して欲しいが、従事している従業員はいない 従事して欲しいと考えていない

身体障がい者の業務内容・役割 （SA）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2018
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1．現在の障がい者の業務

【上場企業】障がい者の業務については、「従事してほしいが、
従事している従業員はいない」との回答が一定数存在している

身体障がい者の業務内容・役割 （SA）

65.7%

57.0%

59.8%

88.0%

81.1%

86.9%

72.6%

73.8%

48.1%

50.5%

52.9%

25.9%

29.0%

29.0%

11.1%

14.2%

9.3%

17.0%

15.9%

38.7%

40.0%

37.5%

8.3%

14.0%

11.2%

0.9%

4.7%

3.7%

10.4%

10.3%

13.2%

9.5%

9.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.高度な専門知識やスキルが必要となる業務(N=108)

2.交渉や企画立案等、状況に応じた適切な判断・意思決定が求められる業務(N=107)

3.新たに取り組む業務等、手順が標準化されていない業務(N=107)

4.標準化・マニュアル化された業務(N=108)

5.業務の開始から完了まで、単独で行える業務(N=106)

6.複数人で分担して行う業務(N=107)

7.予め納期や期限が比較的短く定められている業務(N=106)

8.予め目標数等が定められている業務(N=107)

9.管理職(N=106)

10.管理職ではないが、業務上他の従業員に指示を出す役割(N=105)

11.管理職ではないが、業務以外で他の従業員の相談に乗る等サポートする

役割(N=104)

従事している従業員がいる 従事して欲しいが、従事している従業員はいない 従事して欲しいと考えていない

出所）障害者雇用に関する実態調査結果、野村総合研究所、2018
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1．現在の障がい者の業務

【特例子会社】知的障がい者についても、実際に従事している業務と、
本当は従事してほしいと考えている業務の間にギャップがある

12.2%

3.9%

14.1%

89.8%

67.8%

87.0%

62.3%

61.7%

0.0%

24.3%

14.0%

32.8%

25.4%

31.1%

7.0%

20.8%

9.7%

17.5%

20.0%

32.6%

45.3%

48.6%

55.0%

70.7%

54.8%

3.2%

11.5%

3.2%

20.2%

18.3%

67.4%

30.4%

37.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.高度な専門知識やスキルが必要となる業務(N=180)

2.交渉や企画立案等、状況に応じた適切な判断・意思決定が求められる業務(N=181)

3.新たに取り組む業務等、手順が標準化されていない業務(N=177)

4.標準化・マニュアル化された業務(N=186)

5.業務の開始から完了まで、単独で行える業務(N=183)

6.複数人で分担して行う業務(N=185)

7.予め納期や期限が比較的短く定められている業務(N=183)

8.予め目標数等が定められている業務(N=180)

9.管理職(N=181)

10.管理職ではないが、業務上他の従業員に指示を出す役割(N=181)

11.管理職ではないが、業務以外で他の従業員の相談に乗る等サポートする役割(N=179)

従事している従業員がいる 従事して欲しいが、従事している従業員はいない 従事して欲しいと考えていない

知的障がい者の業務内容・役割 （SA）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2018



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 12

1．現在の障がい者の業務

【上場企業】知的障がい者についても、実際に従事している業務と、
本当は従事してほしいと考えている業務の間にギャップがある

知的障がい者の業務内容・役割 （SA）

2.7%

0.0%

0.0%
62.3%

44.7%

58.4%

31.6%

37.8%

0.0%

6.6%

5.3%

39.2%

35.1%

40.0%

31.2%

39.5%

29.9%

43.4%

44.6%

37.8%

42.1%

44.7%

58.1%

64.9%

60.0%

6.5%

15.8%

11.7%

25.0%

17.6%

62.2%

51.3%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.高度な専門知識やスキルが必要となる業務(N=74)

2.交渉や企画立案等、状況に応じた適切な判断・意思決定が求められる業務(N=74)

3.新たに取り組む業務等、手順が標準化されていない業務(N=75)

4.標準化・マニュアル化された業務(N=77)

5.業務の開始から完了まで、単独で行える業務(N=76)

6.複数人で分担して行う業務(N=77)

7.予め納期や期限が比較的短く定められている業務(N=76)

8.予め目標数等が定められている業務(N=74)

9.管理職(N=74)

10.管理職ではないが、業務上他の従業員に指示を出す役割(N=76)

11.管理職ではないが、業務以外で他の従業員の相談に乗る等サポートする

役割(N=76)

従事している従業員がいる 従事して欲しいが、従事している従業員はいない 従事して欲しいと考えていない

出所）障害者雇用に関する実態調査結果、野村総合研究所、2018
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1．現在の障がい者の業務

【特例子会社】精神障がい者の場合、実際に従事している業務と、
本当は従事してほしいと考えている業務の間の開きが大きい

39.9%

18.1%

29.5%

91.8%

76.9%

85.0%

71.7%

68.5%

3.5%

38.5%

33.3%

38.5%

43.1%

39.0%

6.2%

15.6%

9.5%

13.8%

18.9%

56.9%

46.9%

43.1%

21.7%

38.9%

31.5%

2.1%

7.5%

5.4%

14.5%

12.6%

39.6%

14.7%

23.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.高度な専門知識やスキルが必要となる業務(N=143)

2.交渉や企画立案等、状況に応じた適切な判断・意思決定が求められる業務(N=144)

3.新たに取り組む業務等、手順が標準化されていない業務(N=146)

4.標準化・マニュアル化された業務(N=146)

5.業務の開始から完了まで、単独で行える業務(N=147)

6.複数人で分担して行う業務(N=147)

7.予め納期や期限が比較的短く定められている業務(N=145)

8.予め目標数等が定められている業務(N=143)

9.管理職(N=144)

10.管理職ではないが、業務上他の従業員に指示を出す役割(N=143)

11.管理職ではないが、業務以外で他の従業員の相談に乗る等サポートする役割(N=144)

従事している従業員がいる 従事して欲しいが、従事している従業員はいない 従事して欲しいと考えていない

精神障がい者の業務内容・役割 （SA）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2018
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1．現在の障がい者の業務

【上場企業】精神障がい者の場合、実際に従事している業務と、
本当は従事してほしいと考えている業務の間の開きが大きい

精神障がい者の業務内容・役割 （SA）

25.3%

12.2%

22.0%

75.6%

62.7%

69.0%

45.8%

56.6%

4.9%
16.9%

13.3%

55.4%

62.2%

52.4%

19.8%

28.9%

23.0%

38.6%

31.3%

58.5%

59.0%

56.6%

19.3%

25.6%

25.6%

4.7%

8.4%

8.0%

15.7%

12.0%

36.6%

24.1%

30.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.高度な専門知識やスキルが必要となる業務(N=83)

2.交渉や企画立案等、状況に応じた適切な判断・意思決定が求められる業務(N=82)

3.新たに取り組む業務等、手順が標準化されていない業務(N=82)

4.標準化・マニュアル化された業務(N=86)

5.業務の開始から完了まで、単独で行える業務(N=83)

6.複数人で分担して行う業務(N=87)

7.予め納期や期限が比較的短く定められている業務(N=83)

8.予め目標数等が定められている業務(N=83)

9.管理職(N=82)

10.管理職ではないが、業務上他の従業員に指示を出す役割(N=83)

11.管理職ではないが、業務以外で他の従業員の相談に乗る等サポートする

役割(N=83)

従事している従業員がいる 従事して欲しいが、従事している従業員はいない 従事して欲しいと考えていない

出所）障害者雇用に関する実態調査結果、野村総合研究所、2018
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1．現在の障がい者の業務

新たな技術によって、障がい者活躍の機会が増える可能性があるのではないか

現在
可能性

・・・

細かく切り出した
業務

標準化された
業務

目標の明確な
業務

企画立案業務

イレギュラーな
業務

マネジメント業務

・・・



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 16

1．現在の障がい者の業務

２．技術が変革させる働き方とはどのようなものか

３．最初の一歩として何から取り組めば良いか
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２．技術が変革させる働き方とはどのようなものか

ＮＲＩでは、新しい技術には、障がい者の働き方を変える4つの可能性があると考える

１．対象の拡大

２．仕事の幅の拡大

３．Outputの
拡大

就業を行うこと自体が困難であった障がい者の就労が可能となるの
ではないか

従来は行うことができなかった業務を行うことができるようになるのでは
ないか

障がい者の業務における生産性・付加価値が飛躍的に上昇するの
ではないか

新しい技術が障がい者の働き方にもたらす可能性

４．マネジメントの
合理化

障がい者の業務にかかわる指導員等のマネジメントの負荷軽減や精
度向上に寄与するのではないか
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２．技術が変革させる働き方とはどのようなものか

例えば、以下のツールを活用している方もいらっしゃるのではないか

出所）UDトーク webページ、SPISwebページよりNRI整理

会議 コミュニケーション
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１．働く対象の拡大

２．技術が変革させる働き方とはどのようなものか

歩行

機器の装着による歩行

在宅勤務

ウェブ会議ツールによる
テレワークの実施

出所） telehaouse webページ、内閣府『平成29年版 障害者白書』よりNRI整理
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２．仕事の幅の拡大

２．技術が変革させる働き方とはどのようなものか

視覚情報の取得 決済業務

視覚情報を必要とする
業務に従事

電子マネーによって現金を
取り扱わず決済業務に従事

出所）BBC ニュースよりNRI整理
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３．Outputの拡大

２．技術が変革させる働き方とはどのようなものか

作業マニュアル コミュニケーション

作業手順とリアルタイムの
マニュアル表示

「ロボホン」による手話の通訳

出所）wbur webページ、日刊工業新聞よりNRI整理
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４．マネジメントの合理化

２．技術が変革させる働き方とはどのようなものか

出勤管理 健康管理

ＧＰＳシステムによる
従業員の位置情報把握

出所）SPIS webページよりNRI整理

日報システムによる
状況把握・管理
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２．技術が変革させる働き方とはどのようなものか

新たな技術を活用すると、業務の方法が変化する可能性がある

出社 勤務 退社 （参考）家庭・オフ

障がい者

指導員

・歩行アシスト機器を
活用した通勤
・GPS機能による
道案内
・TV会議システム等に
よるテレワーク

・ARによる作業マニュアルの表示
・音声リアルタイム文字表示による会議
・メモ帳ツールによるノートのスキャン
（重要事項の記憶補助）
・電子マネーによる決済業務への従事
・TV会議システム等による遠隔会議

円滑なコミュニケーションによる
相互理解の促進

・日報システムによる
作業成果確認
・スケジューラーによる
翌日、翌週以降の
活動計画策定

・家計簿ツールに
よる家計の収支
管理
・ライフログによる
健康管理、
体調管理、
食事内容の
記録
・リマインド機能に
よる服薬管理

・GPS機能による
所在確認
（無届欠勤時の対応）
・チャットツールによる
体調管理、把握

・ TV会議システム等による遠隔拠点から
の指示、アドバイス、指導員間の
遠隔会議
・スケジューラーによる各障がい者別の活動
進捗把握、スケジュール管理
・プロジェクト進捗管理ツールによる
業務遂行上の問題把握と対応

・TV会議システム等による
当日の成果確認、
翌日以降の作業計画の
レビュー

・連絡帳ツールに
よる家庭との
やりとり

出所）公開情報を基にNRI整理
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２．技術が変革させる働き方とはどのようなものか

8割以上の企業でITを活用しており、一部では働き方を変革させる技術の導入も

70.2%

13.6%

53.5%

31.3%

9.1%

64.6%

42.4%

26.8%

2.0%

9.1%

8.6%

2.0%

17.2%

72.8%

7.0%

36.8%

14.0%

7.0%

59.6%

37.7%

15.8%

0.0%

5.3%

10.5%

3.5%

17.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1.データ入力や入力内容のチェック（ｴｸｾﾙ、ﾜｰﾄﾞ、ﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄ等）

2.ﾊﾟｿｺﾝやﾓﾊﾞｲﾙﾃﾞﾊﾞｲｽのｷｯﾃｨﾝｸﾞやﾃﾞｰﾀ消去、

中古製品のｸﾘｰﾆﾝｸﾞ･解体

3.スキャナー等を利用した文書の電子化と内容チェック

4.親会社等、顧客のシステムを活用した業務 / 顧客のシステムを活

用した業務

5.システム動作、バグ、Ｗｅｂデザイン等のチェック

6.メール、社内イントラネットなどによる連絡

7.インターネットによる情報収集

8.テレビ電話会議等を活用した連絡、打ち合わせや会議

9.ロボット、AI等を活用した業務

10.システム等を活用した指導員による健康管理・タスク管理

11.テレワーク、リモートワークの実施

12.その他

13.主な業務では特に活用していない
特例子会社 (N=198)

上場企業 (N=114)

※

※（スマホ･タブレット等）

↑一般的なOA機器利用法

↓働き方を変革させる利用法

ITの業務での活用方法 （MA）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2018

※
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２．技術が変革させる働き方とはどのようなものか

最新の技術には、障がい者がさらに活躍するための多くのヒントが隠されている
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２．技術が変革させる働き方とはどのようなものか

既に、ＩＴを活用して障がい者の活躍の機会を増やす取組が始まっている

特定非営利活動法人A社の取組事例

→今後、従業員の加齢等による通勤の課題への対策となる可能性がある

• 技術指導
• 就労支援 • 就労者宅への巡回

ＮＰＯ法人

障がい者
（トレーニング中）

障がい者
（在宅勤務中）

地域支援機関
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２．技術が変革させる働き方とはどのようなものか

将来的にはテレワークによるネットワーク化によって、請け負うことのできる仕事の幅が
広がり、１＋１が２にも３にもなる世界を実現しうる

イラスト作成は得意！

デザイン全般は任せて！

校正作業を担当！

今は人に余裕があるから、
印刷・校正をサポート！

印刷は早いし正確！

会社の新製品の
パンフレットを急いで
作って欲しい

発注者

複数の特例子会社・
障がい者雇用NPOで
役割分担して作ります

提携先事業所の実施可能業務、
人員のキャパシティがリアルタイム
でわかるシステム

受託窓口

実施可能業務 稼働キャパシティ
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２．技術が変革させる働き方とはどのようなものか

多くの企業において、ＩＴ利用は業務の前提となっている。
今後は、ＩＴに係る職域が広がることも考えられる。

+IT
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２．技術が変革させる働き方とはどのようなものか

ＩＴによって、障がい者の職域や業務の幅が大きく広がる可能性がある

時間の経過した
システムの
メンテナンス

システムの
バグチェック

AIの監視
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1．現在の障がい者の業務

２．技術が変革させる働き方とはどのようなものか

３．最初の一歩として何から取り組めば良いか



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 31

44.4%

20.8%

14.6%

10.7%

14.6%

29.2%

4.5%

8.4%

3.4%

9.6%

9.6%

9.6%

2.2%

51.5%

4.1%

8.2%

8.2%

3.1%

8.2%

2.1%

9.3%

1.0%

13.4%

9.3%

6.2%

5.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.当社にとって、どのようなITの活用がふさわしいのかが

決まっていない・分からない

2.ITを導入する予算がない

3.ITの導入効果があるのかが分からない

4.ITを使いこなせる自信がない

5.ITを導入した後のメンテナンス等に不安がある

6.ＩＴに詳しい人材がいない

7.ITを導入する手間（時間・労力等）をかけたくない

8.ITを導入するリスク（情報漏えい等）をとりたくない

9.ITの導入について、人事部や親会社を説得できない

10.ITの導入により、障害者の業務がなくなってしまう

11.その他

12.ITを導入する必要がない

13.ITに関心がない

特例子会社 (N=178)

上場企業 (N=97)

３．最初の一歩として何から取り組めば良いか

技術の導入にあたっては、知識や予算の不足、メンテナンスの手間等が
課題として挙げられている

IT導入において直面する問題 （MA）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2018
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前述の課題を乗り越えるため、まずは、足元で活用可能な技術がないか、
検討してみることが良いのではないか

３．最初の一歩として何から取り組めば良いか

モノ・情報

どの技術を導入すれ

ば良いか

ヒト

技術の専門家になる

必要があるか

• 試行的な導入を実施し、自社にふさわしい機器の

使い方を検証する

• 周辺分野へのアンテナを立てる

• 技術の知識を身につけて専門家になるよりも、技術

を使えるようになることが重要

カネ

大がかりな予算編成

が難しい

• 大規模な投資を伴わなくとも導入できる技術を選

択し、成果を積み重ねる

身近な技術から導入を
開始してはどうか
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３．最初の一歩として何から取り組めば良いか

【取組のヒント①】普段使っているようなアプリでも障がい者雇用に応用できる。
もう一度、身近なものから点検すると、専門的な知識や大きな予算なしで導入が可能

Googleカレンダー リマインド機能Evernote

スケジュールの管理なしで予定の
可視化が可能

整理不要で膨大な書類を
保管可能

集中した作業中でも予定忘れを
防止

出所）Google Play webページよりNRI整理
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３．最初の一歩として何から取り組めば良いか

【取組のヒント②】「障がい者」とは直接の関係のない分野でも、課題解決のためにIT技術が
活用されている。雇用の現場に適用することも可能ではないか

AIが店舗スタッフの勤務シフトを自動作成する「セコムかんたんシフトスケジュール」

欠員箇所には、行動心理学に基づく特長分析結果やこれまでの応援実績を踏まえ、最適な候補者をAIがリコメンドする

→従業員に業務を分担する指導員の負荷軽減にも活用できるのではないか

出所）株式会社セコムwebページ
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53.8%

30.8%

26.2%

3.1%

10.8%

12.3%

3.7%

11.1%

44.4%

14.8%

33.3%

18.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.親会社等、顧客から紹介された

（顧客から紹介された）

2.親会社等、顧客の要求に応えるた

めに自発的に導入した

3.自社社員から紹介、要望があって

導入した

4.メーカーやＩＴ業者からの営業が契

機で導入した

5.他の特例子会社の導入事例を参

考に導入した

6.その他
特例子会社 (N=65)

上場企業 (N=27)

３．最初の一歩として何から取り組めば良いか

技術の導入にあたって、今後は、特例子会社と親会社が一体となって対応することにより、
経験や勘の蓄積が求められるようになるのではないか

IT導入の経緯 （MA）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2018
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３．最初の一歩として何から取り組めば良いか

では、小さな取組のつながりが抜本的な変化につながるのか

難易度：難

難易度：易

効果：小 効果：大

アドバルーン

“できることから”
取組をスタート

全員参加

全社大での
取組に発展

密造酒

次なる活躍の場の
創出

不毛な大地
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３．最初の一歩として何から取り組めば良いか

単独での対応によって、抜本的な変化を起こすには限界がある

難易度：難

難易度：易

効果：小 効果：大

アドバルーン

“できることから”
取組をスタート

全員参加

全社大での
取組に発展

密造酒

次なる活躍の場の
創出

不毛な大地「密造酒」に向かうには、
まったく異なるアプローチが

必要となる
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３．最初の一歩として何から取り組めば良いか

今、障がい者の働き方や職域そのものを見直す時期に来ているのではないか

巻き取り・切り出しが

前提となった業務

属人化・継続が前提と

なった業務

積極的にプロジェクト等に参画

• 既存業務のＩＴ導入可能性について検討

• 親会社等での再設計プロジェクトへの積極参加

• 自社（部署）の業務領域提示・障がい者の潜在能力の提示

継続的な改善業務の実施

• 障がい者活動の存在意義のアピール（コストで判断されないための努力）

• 過去実施業務の標準化・応用・横展開

• 他社との連携による、業務のＩＴ駆使のノウハウ蓄積・活用

ＩＴ活用の変化についていけない従業員も想定する必要がある

• 既存業務の品質の向上を目指した訓練

• 多能工人材への育成

• 得意なスキルの新たなプロセスへの組込（各社の適材適所の発想をそのまま適用）

ただし・・・
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３．最初の一歩として何から取り組めば良いか

今後は、現在以上に新しい技術が障がい者業務の中に入り込んでくる可能性が高い。
単に、これらの技術を恐れるのではなく、賢く使いこなすことが重要である
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３．最初の一歩として何から取り組めば良いか

働く障がい者をパワーアップさせる機器の開発も始まりつつある。
世界では障がい者向けの技術開発を行うスタートアップ企業も誕生している

dot（韓国） Cortechs（アイルランド）Adhere Tech（米国）

出所） dot Webページ、Adhere Tech webページ、 Cortechs webページよりNRI整理
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３．最初の一歩として何から取り組めば良いか

中央省庁においても、「スマートインクルージョン」に関心が高まっている。
わが国全体が、大きな潮目の変化に直面しているのではないか

出所）総務省webページ
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おわりに

本日お話しした内容

1．現在の障がい者の業務

２．技術が変革させる働き方とはどのようなものか

３．最初の一歩として何から取り組めば良いか
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おわりに

改めて、ＩＴなどの技術には、ポジティブな側面とネガティブな側面の両面があり、
上手に使いこなすことができれば、障がい者の可能性を広げることが可能である

障がい者間の格差が
広がってしまう・・・

障がい者の仕事が
奪われてしまう・・・

新たなリスクが
生まれてしまう・・・

プラスでお金が
かかってしまう・・・

障がい者の活躍の
機会が増える！

新たな職域が広がる
可能性！

障がい者の能力が
開発される！

多様な働き方を実現
できる！
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おわりに

技術へのアンテナを高く張り、技術の得手・不得手を理解することによって、
期待が現実化されるかもしれない。自らにとって技術との最適な付き合い方を模索したい

○○は得意だけど、
□□は苦手・・・

□□は得意！




